
水域と浸水区域で区分けしているが、浸水区域も水域に含まれるのではない
か。

「浸水区域」の区域というと何かの制約を課すようなニュアンスがあるため、
国交省では実際に浸水被害が起こった所を「浸水範囲」や「浸水域」と言い、
「浸水区域」という用語は使っていない。

2

１つの水難事象とか、局所的な災害対応の活動マニュアルになっているのでは
ないか。広範囲な災害であれば、把握しなければならない状況はもっと大きく
なる。また、そういった災害の時には、水防態勢や非常警備態勢がどの本部に
も設置され、資機材等も準備されている。そこで改めて何かを準備するとか、
何で救助するかを考えるということはないと思う。

広範囲に多数の水難救助事案が発生し、人的・物的資源
の適正な投入が必要な災害を対象とすることを、マニュ
アルの冒頭に明確に示す。
ただし、現場活動においては、局所的な活動要領も示す
必要があることから、各項目にあった視点で整理する。

序　章
第１節

P.3

3
対象災害に津波と高潮が含まれていない。
水災害は、内水氾濫、外水氾濫、津波、高潮の４つに区分される。

対象とする自然災害を、河川増水、外水氾濫、内水氾
濫、高潮、津波とする。

序　章
第３節

P.8
～

P.12

4 用語については、他機関連携に支障がでないように調整を図る必要がある。
国土交通省、気象庁等が示す用語を基準に整理し、現場
での混乱を招かないように配意する。

序　章
第３節

P.8
～

P.12

5
環境区分を示す動水圧については、「流れがある」とか「移動の時に流れの影
響を受ける」という表現の仕方もあるのではないか。

「流れの影響を考慮する必要がある」と表記する。
第１章
第４節

P.15

流水か静水かを各隊員が自ら判断しなければならないとなると、判断ミスによ
り事故に繋がるのではないか。判断できるような目安を示すとか、判断がつき
にくい場合は注意が必要などと明記するべきではないか。

流れがあるかないかの境界は、大体流速0.4～0.5m/sである。つまり１ノットで
ある。それ以上になると流れがあると普通の人は感じる。ただ、流速0.5m/sで
も水深によって変わるので、水深と流速の両方を考えないといけない。
流速0.4～0.5m/sで水深0.5mを超えると危ないという書き方が良いのではない
か。
水深0.5mはおおむね膝下で、それを超えると動きにくくなる。
また、川の流れの場合は、上が早くて底は少しゆっくり。津波の場合は、上か
ら下まで同じ速度となる。

7
レベル３には、「水難救助隊等の専門教育を受けた部隊での対応が必要」とあ
るが、全ての消防隊が専門の教育を受けていない。そういった隊員はボートを
引くことが出来なくなってしまうのではないかと危惧する。

活動レベルの区分については、定義が不明確である（流
水のボート活動と静水のボート活動が同じレベルではな
い等）ことから、レベル表記を削除する。

8
環境区分と活動区分というのは、マトリックスになるので、フローチャートで
はなくマトリックスの方が分かりやすいのではないか。

環境区分と活動区分が混在しているため、フローチャー
トを水難救助活動と救助方法に分類したうえで、マト
リックス表として整理する。

装備とゾーニングと活動区分はセットで考えないと危険である。
最低このくらいの装備が必要などとわかりやすく記載した方が良い。

分類ごとに応じた装備を再検討するべきである。

出動時に備えて事前情報を把握しておく必要がある。

ハンディキャップを持っている方と健常者の救助は違うと思うが、ハンディ
キャップを持っている方の救助にも触れるのか。
ハンディキャップを持っている方の施設は、割と浸水域とか土砂の流出域にあ
る場合が多いため、そういう場合はどうするとか、そういう場所を予めマーク
しておくということも加えていただきたい。

切創による大出血等の応急処置は記載しないのか。

感染症の記載も必要ではないか。

安全管理に感電の危険や側溝・マンホールへの転落危険等も示した方が良いの
ではないか。

状況の変化（内水氾濫から外水氾濫等）に対する留意事項も追加していただき
た。

13

「アンダーパス立体交差」というのも車だと思うが、「車両からの救助」とい
うのは、流されている車を言っているのか。
また、都市型水害の「地下空間への浸水」は、地下街や地下鉄等の大規模な地
下空間と、ビルの地下や駐車場等の小規模な地下空間があり、活動内容は大き
く変わってくる。

車両からの救助は、流水救助活動とアンダーパスでの２
種類について事例を挙げる。タイトルもわかりやすく区
分する。
また、地下空間については、大規模と小規模に分類し、
それぞれの活動事例を紹介する。小規模地下空間では閉
鎖環境のため、潜水活動、排水活動が予想される。

第５章
第３節
第４節
第７節
第８節

P.69
P.70
P.78
P.79

14
他機関との連携をする時に、どういうすり合わせをするかといった内容も必要
では無いか。

「関係機関の把握」の項目に記載する。
第５章
第11節

P.83
～

P.85

15

関係機関との連携の部分になるが、ポンプ車を使って浸水深を少しでも早く浅
くするとか、氾濫する流れを若干緩やかにするということは、場合によっては
できなくはない。この位まで緩和すれば陸上や水上から近付けるというような
境界条件を示していただくと、緊急の排水活動の際にそういうものを優先し
て、少しでも陸上や水上から近付けるエリアを広げたり、早めたりすることが
できるかもしれない。

消防力の劣勢となる災害であり、関係機関との連携によ
る排水作業や流速の緩和については、非常に効果的であ
ると考えているが、現場の状況次第であり具体的な境界
条件の様なものを示すのは困難と考えるため、洪水・津
波災害等に携わる関係機関とその任務の把握という視点
で記述する。

第５章
第11節

P.84
～

P.85

P.60
～

P.63

第４章
第２節

安全管理要領の項目として、「感電危険」、「転落・転
倒」について示す。
また、「急激な環境変化」について示す。

11

12

水難救助現場における傷病者の代表的な状態とその応急
処置のみを記載する。(救急隊が行う専門的な処置は含め
ない)
従って、感染症については、隊員に対する安全管理要領
に記載する。

P.58
～

P.59

消防本部の実情により、全国一律に配備することは困難
であるため、分類ごとにおいて安全管理上着目すべき装
備をマトリックス表に明記する。
また、装備の目安を分類ごとに標準装備（標準モデル）
と選択装備（より効果的な活動につながる装備又は状況
に応じて必要となる装備）に区分して紹介し、絶対的な
ものとしては示さない。

9

「事前計画による情報収集要領」の項目を設け、警防計
画や自治体の作成するハザードマップ等による事前把握
及び各種ウェブサイトからの情報収集について紹介し、
予め管轄エリアの特性を把握することが重要であると記
載する。

№

1

10

6

流れの影響は、水深と流速の僅かな差によって、体にか
かる力が大きく変化することから、数値的な基準で活動
環境を区分するのは困難である。
しかしながら、流水救助活動における活動の判断目安を
示す必要はあることから、流速１ノット(0.4～0.5m/s)、
水深は膝の高さ（0.5m）までが安定して歩行ができ、そ
れ以上は歩行が困難になることをグラフと記述で示す。
なお、数値は目安であり絶対的数値ではないことを示す
とともに、環境の継続性（変化する）から、流れの影響
が危険と判断したら活動を中止する旨も記載する。

P.19
～

P.25

P.46
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第１章
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第３章
第１節

第２回検討会の主な意見等に対する対応方針

第１章
第４節

P.18
P.20
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河川湖沼と洪水等の原因により水に浸かってしまった場
所との区別のため、水域と浸水区域に表現させていただ
いたが、正しい表現ではないことから、「洪水や氾濫が
原因で発生する浸水域等とし」これによって引き起こさ
れる災害を「洪水・津波災害等」と表現する。
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